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第１部 基本構想 

第１章 総合計画の必要性と視点  

 

１．計画の趣旨と経緯 
 

地⽅自治法の第⼀条の⼆には、「地⽅公共団体は、住⺠の福祉の増進を図ることを基本」
とすることが位置付けられています。 

ここでの「福祉」は狭義の福祉事業を指すのではなく、「社会の成員が等しく受けるこ
とのできる幸福」を意味します。しかし、多様な価値観を有する⼈々の「共通の幸福」を
⾒つけることは困難であることから、「目指すべき町の将来像」を共有し、これを実現し
ていくことで住⺠の福祉の増進を図ることとなり、その実現化に向け重要な役割を持つも
のが「総合計画」です。 

こうした観点から、本町では「⼤郷町基本構想」（昭和 45 年度〜昭和 60 年度）、「⼤
郷町⻑期総合計画」（昭和 60 年度〜平成７年度）、「⼤郷町新⻑期総合計画」（平成６
年度〜平成17年度）、「⼤郷町第⼆次新⻑期総合計画」（平成18年度〜平成27年度）、
「⼤郷町総合計画 2015〜2024」（平成 27 年度〜令和６年度）を策定して、⾏政全般
にわたる施策を推進してきました。 
 

２．計画の背景 
 

我が国は、高度成⻑期やバブル景気とバブル崩壊後の失われた 30 年を経て、少子高齢
化による本格的な⼈口減少社会に突⼊しました。また、高度情報化※や経済のグローバル
化、地球規模の環境問題など、社会・経済情勢は急速に⼤きく変化しています。 

⼀⽅では、地⽅分権の推進や地域経済の低迷、地域間競争の激化など、地⽅自治体を取
り巻く環境も⼤きく変化しており、地⽅自治体の財政状況が⼀層厳しくなる中で、安全・
安⼼や健康への意識の高まり、町⺠ニーズや価値観の多様化などに対応しながら、より効
率的で効果的な施策の展開が求められています。 

また、宮城県においては、東⽇本⼤震災からの復興を経て「富県躍進︕」を掲げる
「新・宮城の将来ビジョン」（令和３年度〜令和 12 年度）が定められています。 

※高度情報化：新聞、雑誌、ラジオ、テレビなどの従来のマスメディアが担っていた、「多くの

人々に情報を拡散させる」という一方通行の情報伝達から、インターネットやコンピュータ

ネットワークがもたらした、双方向・大容量・即時性の情報伝達によって、いつでも、どこ

でも、誰でも情報を発信・アクセスすることのできる状況がもたらされることのこと。 

 

３．計画の位置付け 
 

本町においては、このような社会・経済情勢の変化を的確に受け止め、宮城県・広域圏
で策定する計画との調整と連携を図りながら、本町の特性や⽴地環境を⽣かして、新たな
時代の要請や町⺠ニーズに対応する、「住⺠の福祉」の姿、すなわち「まちづくりの基本
⽅向」を明らかにすることが必要となっています。 

このため、「⼤郷町総合計画 2015〜2024（平成27年度〜令和６年度）」を⾒直し、
新たな視点から町の将来像を描くため「⼤郷町総合計画 2025〜2034（令和７年度〜令
和 16 年度）」を策定しました。  
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第２章 総合計画の構成と期間  

 

⼤郷町総合計画は、本町の目指すべき将来像と、それを実現するための基本的施策を総
合的かつ体系的に⽰すもので、あらゆる⾏政分野を網羅し、本町におけるまちづくりの計
画として最も上位に位置付けられるものです。 

総合計画は「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」で構成されています。 
 

「基本構想」 2025～2034（令和７年度～令和 16 年度） 

まちづくりの基本理念を明らかにし、10 年後に目指す将来像とその実現に向けた基本目
標、施策の⽅針を⽰すものです。 

計画期間は、令和７年度を初年度とし、令和 16 年度を目標年度とする 10 年間とします。 
 

「基本計画」 2025～2034（令和７年度～令和 16 年度） 

基本構想に基づき、各⾏政分野における現況と課題を整理し、今後取り組むべき施策を
体系的に⽰すものです。 

計画期間は、基本構想と同様に令和７年度を初年度とし、令和 16 年度を目標年度とす
る 10 年間としますが、前期５年間が経過した時点での社会・経済情勢の変化や本町の状
況の変化、計画の進捗状況を⾒極めながら、必要に応じて⾒直しを⾏うものとします。 

 
「実施計画」 ３年間（ローリング方式） 

基本計画に基づく具体的な事業を⽰すもので、別途定めるものとします。 
計画期間は、３年間とし、ローリング⽅式で毎年策定することとします。 
 
 
 

 
 

図 総合計画の構成と期間 
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第３章 まちづくりに対する町民意識  

 

今後のまちづくりを展望するにあたり、幅広い町⺠意⾒を確認するため、アンケート調
査を⾏い、今後のまちづくりの課題を抽出しました。 

アンケート調査は、令和５年 12 月 12 ⽇から 12 月 29 ⽇にかけて、無記名式により実
施しました。調査は 18 歳以上の町⺠ 1,500 ⼈を対象に調査票を郵送した後に、町のホー
ムページ及びＳＮＳ※を通じて参加を呼びかけて、郵送回答とWEB回答を合わせて433⼈
の回答を得ました。設問は「町に対する愛着の有無」「町の住みやすさ」「町の魅⼒」
「⽣活上の不⼗分点」「永住意向」「現計画の施策に対する満⾜度と期待度」などの項目
としました。主な設問と回答傾向から読み取れるまちづくりの課題は以下のとおりです。 
（調査の詳細については巻末「資料編」を参照） 

 

※ＳＮＳ(ソーシャルネットワーキングサービス)：文字情報や画像の交換や音声通話を通じ

て、人の社会的な関係を維持・促進するオンラインサービス。大郷町では LINE、YouTube、

Ｘ（旧 twitter）、Instagram に公式アカウントを有しており、パソコンやスマートフォンな

どで利用することができる。 

 
(１) 大郷町に対する愛着の有無 

全体的には回答者の 60％が町への愛着を「感じている・どちらかといえば感じている」
と回答しています。 

全ての年代の回答者が同様の回答傾向を⽰しており、10 歳代で 62.3％、20 歳代で
66.7％と、若年層の回答者においても幅広く町への愛着意識が定着していることが分かり
ます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 居住継続意向 

⼤郷町にこれからも住み続けたいか聞いたところ、全体的には、回答者の約 50％が「住
みたい・どちらかといえば住みたい」と回答しており、10 歳代の回答者でこそ「住みたく
ない・どちらかといえば住みたくない」とする否定的な回答が多く⾒られましたが、20 歳
代以降は「住みたい・どちらかといえば住みたい」とする回答が多くみられるようになり、
年代が上がるほど、この傾向が強くなっています。 

第３章  まちづくりに対する町民意識 

感じている 
28.6％ 

どちらかといえば
感じている 

31.4％ 

どちらともえない 
19.6％ 

どちらかといえば
感じていない 

10.2％ 

感じていない 
9.5％ 

無回答 3 ⼈ 
0.7％ 

124 ⼈ 

136 ⼈ 
85 ⼈ 

44 ⼈ 

41 ⼈ 

全体 
433 人 
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また、10 歳代の回答者においても、24.5％が「住みたい・どちらかといえば住みたい」
と回答しており、「どちらとも言えない」の 37.8％を含めた、過半の回答者は積極的な町
外転出を望んでいるわけではありません。 

前項で確認した「町への愛着」の高さもあいまって、⼤郷町での居住を希望する若者が
住み続けられる環境づくりは、今後のまちづくりの⼤きなテーマであると考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(３) 現計画の施策に対する満足度と期待度 

この設問は現⾏の総合計画に位置付けられた各施策に対して、「満⾜しているか︖」
「今後のまちづくりにおいて重要だと思うか︖」の両側⾯から意⾒を聴取する設問となっ
ています。 

２つの回答を組み合わせることによって、その施策に対する現状の満⾜度と将来の期待
度を評価することが出来ます。現状に対する満⾜度が低く、期待度が高ければ、その施策
はより強く求められる施策であり、現状に対する満⾜度が高く、期待度が低ければ、その
施策は既に役割を終えつつある施策と解釈することが可能です。 

このことから、「現状に対する満⾜度」と「将来の期待度」の乖離が⼤きければ⼤きい
ほど、「優先度の高い施策」と評価できます。 

上記の考えによって、総合計画の施策を評価した結果、優先度が最も高い施策は「公共
交通の確保」であり、⽣活する上での不便さの解消が求められた結果と考えられます。町
⺠の⽣活利便性は重要であり、町内居住を求める新住⺠を呼び込む上でも重要な課題と考
えられます。 

次いで優先度が高いのは「企業誘致の促進」「工業の振興」「医療の充実」「定住の促
進」「少子化対策・子育て支援」「商業の振興」「観光の振興」などの施策となっており、
町⺠の⽣活利便性を高める施策と、町が持続していくために必要な⼈口維持に向けた施策
があげられています。 

これらのことから、就業の場を確保することで、町内居住を促し、町の持続可能性を高
めることが強く求められており、そのためにも町⺠の⽣活利便性を向上させる施策が必要
と意識されていると考えられます。  

住みたい 
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どちらかといえば
住みたくない 

9.7％ 

住みたくない 
6.5％ 
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第４章 大郷町の将来像  

 
１．まちづくりの基本理念 

 
まちづくりの基本理念は、本町がこれから進めるまちづくりの基本的な⽅向を⽰すもの

ですが、昭和 59 年に制定された「⼤郷町⺠憲章」は町⺠が希求する町のあり⽅そのもの
であることから、この理念をもって本町のまちづくりの基本理念とします。 

    

第４章  大郷町の将来像 

大郷町民憲章 
わたくしたちは 

一 思いやりとあたたかい心がはぐくむ住みよい町をつくります。 

一 働くことに喜びをもち活力のある豊かな町をつくります。 

一 情操と創造力にみちた教育と文化の町をつくります。 

一 伝統と自然を守り快適な環境と健康の町をつくります。 

一 すすんできまりを守り互いに助けあう和の町をつくります。 
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２．大郷町の将来像 
  

まちづくりの基本理念に掲げられた、住⺠主体の取組を尊重し、町⺠や⾏政等の各主体
が協⼒して⼤郷町の未来を創っていくという思いを込めて、本町の将来像を「住⺠ととも
に未来を拓

ひら
くまち」とします。 

 
 
 
 
 

３．人口指標 
 

本町の⼈口は 7,813 ⼈（令和２年国勢調査）で、昭和 60 年の 10,465 ⼈以降は減少傾
向が続いています。国⽴社会保障・⼈口問題研究所が令和５年 12 月に公表した将来推計
⼈口によると、本町の⼈口は、令和 12 年に 6,602 ⼈、令和 22 年に 5,437 ⼈、令和 32 年
には 4,278 ⼈に減少することが想定されています。 

しかし、本計画では魅⼒的な雇⽤環境づくり、若者の定住促進、少子化対策、子育て支
援などの住みやすいまちづくりに向けた各種施策を展開することにより、目標年度となる
令和 16 年度の本町の⼈口を 7,000 ⼈と設定します。 
 

４．まちづくりの基本目標 
 
⼤郷町⺠憲章に⽰された５つの基本理念は、本町が目指すべき町の姿が⽰されているこ

とから、この基本理念を「まちづくりの基本目標」として設定し、本町の将来像「住⺠と
ともに未来を拓

ひら
くまち」を実現します。 

 

１．思いやりとあたたかい心がはぐくむ住みよい町をつくります 

２．働くことに喜びをもち活⼒のある豊かな町をつくります 

３．情操と創造⼒にみちた教育と⽂化の町をつくります 

４．伝統と自然を守り快適な環境と健康の町をつくります 

５．すすんできまりを守り互いに助けあう和の町をつくります 

将来像： 住民とともに未来を拓
ひら

くまち  

まちづくりの基本目標 
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第５章 施策の大綱  

 

 
 

(１) 若者を中心とした定住の促進 

本町が持続可能な地域であり続けるためには、若者を中⼼とした定住者を増やして
いく必要があります。 

このため、就業支援や良質な住環境の整備など、幅広い⾏政施策を連携させ、若者
が本町で⽣活できる環境整備を進めます。 

 

(２) 地域コミュニティ支援 

地域の連携や町⺠が主体となって⾏う各種活動の⺟体であり、まちづくりへの参加
を促進するための受け皿となる地域コミュニティは、インターネット等の多様な連携
手段の普及と多様な価値観の普及に伴い、その存在が希薄化しつつありますが、その
存在意義を再認識するとともに、効率的な運営と持続的な活動を支援して男⼥共同参
画型の住⺠参加を促進します。 

 

(３) 少子化対策・子育て支援 

平成２年の国勢調査における低い出⽣率から、国が「少子化問題」を政策課題とし
て捉えて、以来 30 年以上の時間が経過しましたが少子化の進⾏には⻭止めがかかって
いません。 

本町では国や宮城県の推し進める少子化対策と連携して、若者が地域で⽣活できる
環境整備に努めます。また、結婚を希望する未婚者を応援する取組を進めるとともに、
安⼼して妊娠・出産ができる環境整備、保育サービスの充実による仕事と子育ての両
⽴支援、子育ての不安を解消するための相談体制の充実など、全ての子育て家庭を支
える取組を進めます。 

 

(４) 社会福祉の充実 

本町に住む全ての⼈々が、住み慣れた地域社会に参画して、豊かな⽇常⽣活をおく
れるように、⽣活環境の整備や支援体制の充実を図ります。 

  

第５章  施策の大綱 
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(１) 魅力的な雇用環境の創出 

本町の⼈口動態をみると、進学・就職を契機とした若年層の町外への転出が多く⾒
られるため、本町が持続可能な地域社会を形成する観点からは、若者が就職を志望し
た際に、検討の対象と成り得る魅⼒的な雇⽤環境の創出が喫緊の課題となっています。 

このため、本町の地域特性に合致した産業や優良企業の誘致に努めるとともに、地
域に根差した農業・商業・工業においても、魅⼒的な雇⽤環境となるように産業構造
の変革・強化を促進します。 
 

(２) 地場産業の振興 

地元の特産品の普及を図る観点から、地場産品をＰＲして「⼤郷ブランド」を町内
外に定着させます。 

開発センターを拠点とした新商品開発や、観光と連携した新たな販売・流通の確保、
安定供給を可能とする⽣産体制及び事業体としての自⽴経営の確⽴を進めます。 

 

(３) 農業の振興 

農業従事者の高齢化などにより、本町の農業経営体数は減少の⼀途をたどっており、
このまま進⾏すると遊休農地※が増⼤するなど、本町の農業自体の存続が危ぶまれる状
況でもあります。 

農地の集約化を図るとともに、農業法⼈の設⽴・経営支援やスマート農業の推進、
異業種と連携した新しい農業の形のあり⽅の模索など、若者にとって魅⼒的な就業先
と成り得る農業への変革を促進します。 

 

※遊休農地：「かつて農地だったが現在農地として利用されておらず、今後も農地として利用さ

れる可能性も低い土地」や「農地ではあるけれど周辺の農地と比較した時に利用の程度が著

しく低い土地」のこと。 

 
(４) 商業の振興 

商業振興は、⾝近な買い物の利便性を高めるとともに、雇⽤環境を提供する観点か
らも重要な施策ですが、本町では事業者数、商品販売額、従業者数などがいずれも減
少傾向を⾒せています。 

近隣自治体の商業施設の充実やインターネットショッピングなどの新しい流通・購
買形態が町⺠⽣活に定着してきたことも⼀因とは考えられますが、これらの新しい形
態に対応しつつも、町⺠⽣活を支える観点から商業者・商工会との協働により、既存
の商業基盤の強化と新たな商業施設の誘致を図ります。 

 
(５) 工業の振興 

工業振興は、雇⽤環境を提供して定住⼈口を確保する観点から重要な施策であり、
宮城県や関係機関などとの連携を強化して、各種支援制度等の情報を積極的に提供す
るなど、⽴地企業の支援・育成と工業⽤地の確保に努めます。  
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(６) 観光の振興 

観光は、歴史・⽂化・スポーツ・自然・産業などの魅⼒がそれぞれ連携して発揮さ
れる地域の総合⼒であり、⼈を呼び込み、経済効果を⽣む産業です。 

このため、町⺠・企業・地域コミュニティなどの各主体が協働して地域の魅⼒を分
かりやすく発信することによって、本町への誘客を図るとともに、滞在時間を延ばし
て消費活動を⾏う環境の整備を促進します。 

 
(７) 官民連携による地域活性化の推進 

⺠間企業の資本とノウハウを活⽤しながら、地域振興交流拠点の整備を図ることに
よって、交流⼈口の増⼤を図るとともに、町内産業に対する需要を喚起し、さらには
スマート農業の普及・促進を⾏い、持続的な地域づくりによって町の活性化を図り、
定住者を増⼤することを視野に、官⺠連携による地域活性化を推進します。 
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第１部 基本構想 

３．情操と創造力にみちた教育と文化の町をつくります 
 

(１) 学校教育の充実 

認定こども園との連携及び小・中⼀貫教
育の推進を通じて、教育環境や教育内容の
充実を図り、⼤郷町の未来を担う町⺠の育
成を図ります。 

児童⽣徒の将来の可能性を広げる観点か
ら、学校や家庭及び地域社会が連携して学
習意欲の向上を図るとともに、基礎・基本
を重視した確かな学⼒を⾝につけ、⼼⾝と
もに健康で⼈間性豊かな児童⽣徒の育成に
努めます。 
 

(２) 生涯学習の充実 

地域に継承された⽂化に対する興味関⼼の喚起と、参加した町⺠が等しく⽣きがい
につながるような⽂化活動への支援に努めます。 

多様化する価値観やインターネット等によって世界中の⼈との交流が可能な現在に
おいて、町⺠が⽣涯を通じていつでも自由に学習機会を選択して学ぶことができる⽣
涯学習のまちを築くために、町⺠ニーズに対応した、多彩な学習メニューの充実を図
るなど総合的な基盤づくりを推進します。 

スポーツを楽しみながら健康増進が図られるように、スポーツを通じた⽣きがいづ
くりや地域コミュニティの育成を支援します。 

 

(３) 国際交流の推進 

国際化する社会に対応して、町内在住の外国⼈との交流を契機に、国際交流の今⽇
的意義に対する理解を深めるとともに、学校や地域の活動などを通じて、教育・⽣
活・⽂化・スポーツ・経済活動などの様々な分野での国際交流を推進します。 

   

大郷小学校 
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４．伝統と自然を守り快適な環境と健康の町をつくります 
 

(１) 快適な生活環境の構築 

開発と豊かな自然環境の保全との調和を図りながら、地域特性を踏まえた持続性と
秩序のある町土の形成を目指します。 

周辺の環境と調和した市街地の形成を図るため、⺠間活⼒等を導⼊しながら、整
備・開発・誘導に努めます。 

通学路を中⼼に歩⾞道分離を図り、安全な歩⾏環境の整備に努めます。 
また、道の駅を地域の交通の中核に位置付け、公共交通機関との連携などにより、

地域交通のハブとしての機能強化を図ります。 
さらに、町⺠の利便性と福祉の向上を図るため、住⺠バスを主体とした地域交通体

系の充実に加えて、ライドシェア※制度やデマンド型交通※なども活⽤することによっ
て、継続的かつ総合的な公共交通体系の確⽴を目指します。 

⽔道事業の健全経営に努め、今後発⽣する⽼朽管対策や上⽔道施設の改修・更新に
備えます。 

地域特性に合致した下⽔の処理⽅法を検討し、下⽔道整備計画を推進して、公共⽤
⽔域の⽔質保全と快適な⽣活環境の実現に努めます。 

町⺠のレジャー・レクリエーションなどの公園需要に対応するため、公園の安全利
⽤環境の創出と景観保持を図るとともに、維持管理の徹底に努めます。 

町⺠の⽣命及び財産を守るため、防災⾏政無線やインターネットなどを⽤いた⾏政
情報の提供体制向上に努めます。 

また、町⺠の利便性向上のため、ＤＸ※に対応した⾏政サービスの提供を図ります。 
快適な⽣活環境と美しい自然景観を守るため、町⺠・事業者・塩釜保健所などの関

係機関と協働して、公害の未然防止策を実施し、自然環境の保全を推進します。 
廃棄物の広域処理体制を拡充しながら、町⺠・事業者・⿊川地域⾏政事務組合など

の関係機関と連携を図り、資源循環型社会の形成に向けた施策を展開します。 
 

※ライドシェア：一般ドライバーが自家用車で乗客を有償で運ぶサービス。 

※デマンド型交通：予約型の運行形態の輸送サービスで、予約する利用者に応じて運行する時

刻や経路が変わる交通方式のこと。 

※ＤＸ(デジタル・トランスフォーメーション)：情報通信技術を活用して、人々の生活をより

良い方向に変化させること。自治体におけるＤＸは、行政手続のデジタル化や行政内部のデ

ータ連係などを通じて、住民の利便性向上と業務効率化を図ること。 
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(２) 健康寿命の延伸 

町⺠が⽣きがいや豊かさを実感でき、⼼⾝ともに健やかに
安⼼して暮らすことができるよう、①⽣活習慣病の発症予防
と重症化予防、②健康を支え、守るための社会環境の整備、
③ライフコースアプローチ※を踏まえた⽣涯にわたる健康づ
くりを重点項目として保健事業を推進します。 

また、いつでも安⼼して医療が受けられるように、医療機
関及び医療関係団体との連携強化を図り、地域医療体制の維
持に努めます。 

さらに、疾病予防による健康寿命の延伸につながる保健事業の実施と、医療費適正
化対策による医療費抑制を推進し、国⺠健康保険財政の適正で効率的な運⽤を図りま
す。 

介護が必要な状態になることを防ぎ、可能な限り健康を保ちながら自⽴した⽣活を
送ることができるよう、高齢者⼀⼈ひとりの⼼⾝の状態に応じた介護予防事業を推進
します。 

 

※ライフコースアプローチ：成人の疾病の原因を胎児期や幼少期から、人生をどのような環境

で過ごし、どのような軌跡をたどってきたのかという要因で説明しようとする考え方。 

 
 
 
  

いきいき百歳体操 

介護予防事業 
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(１) 交通安全対策 

交通安全に対する意識啓発を図るとともに、交通安全施設・設備の整備・更新を推
進します。 

 
(２) 防犯対策 

警察署・防犯協会などの防犯関係団体との連携による地域防犯活動を推進するとと
もに、町⺠の安全確保と犯罪の未然防止を図るため、防犯施設の整備・拡充を推進し
ます。 

 
(３) 消防・防災対策 

⼤郷町地域防災計画に基づき、総合的な消防・防災対策を図り、防災意識の向上に
努めます。 

 
(４) 消費者問題対策 

消費⽣活相談体制を整え、消費者問題に関連する専門知識を活⽤し、消費者トラブ
ルの解決と被害の防止に努めます。 

 
(５) 行政サービス 

社会情勢や町⺠ニーズの変化に柔軟かつ弾⼒的に対応できるよう、限られた⼈的資
源を適正に配置・運⽤します。また、職員の研修会等への参加を促し、職員⼀⼈ひと
りの資質の向上を図り、より⼀層の⾏政サービスの充実に努めます。 

また、庁内の申請・承認手続きの円滑化や、広報・広聴の充実により町⺠の利便性
向上を図る観点から、⾏政業務のＤＸ対応を推進します。 

公共施設については、将来にわたって維持していく観点から、保有量の適正化を図
るとともに、⺠間に委ねられる施設・サービスを⺠間に委託するなどの、効率的な⾏
政サービスの実現に努めます。 

 
(６) 財政の効率的運営 

自主自⽴したまちづくりの推進に向けて、新たな自主財源の確保に努めるとともに、
⾏政コストの削減、⺠間活⼒の導⼊などにより、財政の健全化と効率的運営に努めま
す。 

 
(７) 広域行政の推進 

多様化する⾏政ニーズに的確に対応して、効率的で効果的な⾏政運営を推進するた
めに、従来の枠組みに捉われない広域的な連携をより⼀層推進します。 

  


